
特定下水道工事等

地⽅議会の議決に基づく要請があった場合、補助⾦交付申請含め、⼯事⼀式を
代⾏し、負担を軽減。

④特定下水道工事

地方公共団体地方公共団体地方公共団体地方公共団体

①工事実施方針①工事実施方針①工事実施方針①工事実施方針決定決定決定決定

②補助金交付申請・執行管理

③団体負担分の③団体負担分の③団体負担分の③団体負担分の起債起債起債起債

④測量のための私有地立ち入り等

⑤道路占用許可申請等の各種管

理者協議等

⑥積算・発注

⑦監督管理、指示、工事変更

⑧⑧⑧⑧地元住民との調整地元住民との調整地元住民との調整地元住民との調整

⑨工事発注・施工管理

⑩完成検査

②補助金交付申請・執行管理②補助金交付申請・執行管理②補助金交付申請・執行管理②補助金交付申請・執行管理

④測量のための私有地立ち入り等④測量のための私有地立ち入り等④測量のための私有地立ち入り等④測量のための私有地立ち入り等

⑤道路占用許可申請等の各種管⑤道路占用許可申請等の各種管⑤道路占用許可申請等の各種管⑤道路占用許可申請等の各種管

理者協議等理者協議等理者協議等理者協議等

⑥積算・発注⑥積算・発注⑥積算・発注⑥積算・発注

⑦監督管理、指示、工事変更⑦監督管理、指示、工事変更⑦監督管理、指示、工事変更⑦監督管理、指示、工事変更

⑨工事発注・施工管理⑨工事発注・施工管理⑨工事発注・施工管理⑨工事発注・施工管理

⑩完成検査⑩完成検査⑩完成検査⑩完成検査
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要

請

補助⾦交付申請や管理者協議等の
事務も含めて代⾏

地⽅公共団体の負担が
大幅に軽減

新たに創設された「協議会制度」を活用した広域化の取り組み、浸水想定区域

の検討、新たな事業計画の策定
※

に関する支援等、積極的に支援。

・処理区の統合

・汚泥の集約処理

・維持管理の広域化 等

⇒広域化することで、

建設・維持管理コストを縮減

※「新たな事業計画の策定」に関する法改

正は、H27.11月までに施行見込み。経過
措置期間(3年)以内での策定が必要となる
ため、施行後、速やかな対応が必要。

⑤水防法改正・下水道法改正支援

広域化 
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制度改正 ～新たな使命～


